
＜全国財務局長会議において報告を行った情報＞ 過去の資料（平成 24 年 7 月開催分以降） 
 
資料の内容、閲覧方法等については、経済調査室（直通：０９８－８６６－００９３）まで直接お問い

合わせ下さい。 
 

 平成 30 年４月開催分 
Ⅰ．最近の沖縄総合事務局管内の経済情勢 
Ⅱ．沖縄総合事務局管内における賃金等の動向について 

 
 平成 30 年 1 月開催分 

Ⅰ．最近の沖縄総合事務局管内の経済情勢 
Ⅱ．沖縄総合事務局管内における人手不足の現状及び対応策について 
 

 平成 29 年 10 月開催分 
Ⅰ．最近の沖縄総合事務局管内の経済情勢 
Ⅱ．沖縄総合事務局管内における設備投資の現状及び今後の方針について 
 

 平成 29 年 8 月開催分 
Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
Ⅱ．沖縄管内経済における特徴的な動きについて 
 

 平成 29 年 4 月開催分 
Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
Ⅱ．沖縄管内における賃金の動向について 

 
 平成 29 年 1 月開催分 

Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
Ⅱ．沖縄管内における消費の特性について 
 

 平成 28 年 10 月開催分 
Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
Ⅱ．沖縄管内における人手不足の現状及びその対応策について 

 
 平成 28 年 8 月開催分 

Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
Ⅱ．沖縄管内経済における特徴的な動きについて 
 

 平成 28 年 4 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．沖縄管内における賃金の動向について 

 



 平成 28 年 1 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．沖縄管内における特徴的な企業の投資行動について 

 
 平成 27 年 10 月開催分 

   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．中国等海外経済の動向が地域経済に与える影響について 
 

 平成 27 年 7 月開催分 
  最近の沖縄管内の経済情勢 
 

 平成 27 年 4 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．沖縄管内における賃金の動向について 
 

 平成 27 年 1 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．最近の沖縄観光の動向等について   
 

 平成 26 年 10 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．人手不足及び資材価格等の高騰が地域経済に与える影響と対応策 
  Ⅲ．「地方創生」につながる地方公共団体及び企業等の取り組み事例 
 

 平成 26 年 7 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動と回復の状況について 
 

 平成 26 年 4 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．沖縄管内における賃金の動向について 
 

 平成 26 年 1 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．沖縄管内における設備投資の動向について  
 

 平成 25 年 10 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．沖縄科学技術大学院大学（ＯＩＳＴ）等を核としたグローバルな知的・産業クラスターの形成 
 
 



 平成 25 年 7 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．滞在型観光の確立を目指して 
 

 平成 25 年 4 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
    Ⅱ．沖縄における新しい農業ビジネスの動き 
 

 平成 25 年 1 月開催分 
    最近の沖縄管内の経済情勢 
 

 平成 24 年 10 月開催分 
   Ⅰ．最近の沖縄管内の経済情勢 
   Ⅱ．成長が期待される企業とその特長 
    Ⅲ．国際物流ハブの現状と今後の展望 
 

 平成 24 年 7 月開催分 
   Ⅰ．最近の管内の経済情勢 
   Ⅱ．企業の生産活動における特徴的な動き 
   Ⅲ．人口の高齢化による地域経済への影響 


